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宇治市を対象に 2014 年および 2016 年に実施した郊外住宅地調査において、持続可能な郊外
住宅地居住にとっては、住民自身の “地域に関わって住む ”住み方の醸成が重要であることを




















境の整備及び景観形成を図るためのまちづくりに関する条例」が制定され、2008 年 4 月 1 日に
施行されている。A地区では、2008 年 12 月 8 日に市長の認定を受けて設立した「A地区まち
づくり協議会」が「宇治市まちづくり・景観条例」に基づきまちづくり計画を策定、平成 23 年
10 月 14 日、同条例により地区まちづくり計画として市長の認定を受けている注2）。
図 1．共分散構造分析による “地域に関わって住む ”住み方の構造
中村久美、田中みさ子、廣瀬直哉：「持続可能な郊外住宅地居住のための “地域に関わって住む ”住み方に





































































ング、回答後郵送返送してもらう形式によった。調査期日は 2014 年 7 月 25 日～ 8月 10 日であ
る。調査内容は、周辺地域との関わりに関する住生活の実態や地域の住生活における生活態度
および住意識等である。
対象地区 852 戸中、空き家や長期不在と判断できる住戸を除く 785 戸に対し配布、299 の有
効票を得た（有効回収率 38.1％）。本調査に際しては、京都ノートルダム女子大学研究倫理審査
委員会の承認を得ている（申請番号（14-0007）承認日 2014 年 7 月 23 日）。
なお本報では日常の住まいの営みを住意識との関係から検証するものであるが、住まいの営


























して 150㎡未満が 4.3％存在するものの、150 ～ 200㎡が 6 割をしめ平均 189㎡である。住宅は
3/4 が注文住宅で平均延床面積 132㎡、建築年数は平均 28 年である。
回答者をみると（表 1-2）、男女ほぼ半々であるが、年齢は偏りがあり、平均 68 歳で 70 歳以
上が半数を超える。宇治市の人口統計によると、調査時点での対象地区の高齢者率は 44.8％と
非常に高いが注3）、回答者の高齢者率はそれをさらに上回る。7割が無職であるが、50 代以下の











表 1-1　世帯および住宅の概要 表 1-2　回答者の概要
家族類型 世帯主年齢 住宅種別 性別 年齢
単身 9.0 30 歳代以下 2.7 注文住宅 75.2 男性 48.2 30 歳代以下 4.0 
夫婦のみ 41.8 40 歳代 4.7 建売住宅 11.4 女性 49.5 40 歳代 4.4 
夫婦と未婚の子 23.1 50 歳代 7.7 中古住宅 10.4 不明 2.3 50 歳代 9.4 
三世代 6.7 60 歳代 23.7 不明 3.0 60 歳代 27.4 
その他 5.4 70 歳代 36.5 70 歳代 33.8 
不明 14.0 80 歳以上 20.7 80 歳以上 16.7 
不明 4.0 不明 4.3 
計 100.0 計 100.0 計 100.0 計 100.0 計 100.0 
敷地面積 延床面積 建築年数 職業 地域居住年数
150㎡未満 4.3 100㎡未満 10.0 10 年未満 9.0 常勤職 15.4 10 年未満 9.7 
150 ～ 175㎡ 32.1 100～125㎡ 22.4 10～ 20年 15.7 自営業 2.7 10 ～ 20 年 7.4 
175 ～ 200㎡ 29.8 125～150㎡ 29.8 20～ 30年 13.7 非常勤・アルバイト 6.4 20 ～ 30 年 13.4 
200㎡以上 25.4 150～175㎡ 11.4 30～ 40年 26.8 無職 72.8 30 ～ 40 年 34.4 
不明 8.4 175㎡以上 6.7 40 年以上 28.4 不明 2.7 40 年以上 29.7 
不明 19.7 不明 6.4 不明 5.4 
計 100.0 計 100.0 100.0 計 100.0 計 100.0 




































人資産」（n＝ 114）、「無関心・問題視」（n＝ 95）、「評価 /社会資産」（n＝ 59）の 3 つのグ
表 2．入居時の特約事項への評価
入居時の評価 全体　％（ｎ）
1 特約があるから本住宅地を選んだ 15.3 （43）
2 好ましく思った 37.7 （106）
3 受け入れられると思った 12.8 （36）
4 制約があるのは少し問題に感じた 4.3 （12）





「無関心・問題視」が過半をしめるのに対し、50 代以上では 4割以下で、特に 50 代、80 歳以上


























































































































































































































































いものの、「2. 可能性はある」は 1/4 強存在する（図 8）。














































































































































１） 平成 24 年度科学研究補助金（基盤C）「持続可能な郊外住宅地居住のための地域居住様式の構築に関
する研究」（研究代表者：中村久美）
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